






Reconstruction of “The Dynamism of Resource Governance” in 











































　「国有林の共同管理」［『読売新聞』2003年9月13 日朝刊 15 面］，「森づくり共闘」［『朝日新聞』2004




する基礎的な研究成果［Nagaike et al. 2012］，2009 年秋に渓流の生物多様性復元のために日本で初め





































2003 年 4 月から 2010 年 3 月まで，赤谷プロジェクトの準備過程から運営体制確立に至る 7 年間，
日本自然保護協会に勤務しプロジェクト総合事務局を担当した。その後 2010 年 4 月からは，研究
者として，プロジェクト地域づくりワーキンググループ（WG）を通じてプロジェクトに関与して























　日本の国有林は約 758 万ヘクタールで，国土面積の約 2 割，森林面積の約 3 割を占める。その管
理は林野庁が「国有林野の管理経営に関する基本計画」（10 年間を計画期間とし，5 年に 1 度改訂）




1951 年 3 月 15 日朝刊 1 面］，「木材対策はまず実行だ」［『毎日新聞』1961 年 5 月 25 日朝刊 2 面］，「木材
価格の抑制は急務」［『朝日新聞』1961 年 8 月 13 日朝刊 2 面］，「国有林の伐採制限の緩和を」［『朝日新聞』
1968 年 3 月 20 日朝刊 2 面］と社説で論じるなど，木材生産の機能充足を積極的に訴えていた。
　しかし 1970 年代に入ると，当時の環境政策の本格的形成を促した環境運動の高まりを受け，国
有林の資源利用をめぐる社会的要請は木材生産中心の政策に一定の歯止めをかけることになる［茅




















管理を実現するべく，国有林を ①国土保全林 ②自然維持林 ③森林空間利用林 ④木材生産林の
4 タイプに機能類型区分した。機能類型区分は，1998 年のいわゆる国有林野の「抜本的改革」を経
て，①水土保全林（国土保全タイプと水源かん養タイプ）　②森林と人との共生林（自然維持タイ
プと森林空間利用タイプ）③資源の循環利用林の 3 類型に整理され，さらに 2013 年に国有林野事
業が一般会計に組み込まれたことにあわせて，①山地災害防止タイプ ②自然維持タイプ ③森林




が発足した 1987 年度には，約 1123 万m3が伐採されていた。その後伐採量は減少の一途をたどり，
2003 年度には約 300 万m3まで落ち込んだが，2013 年度には約 600 万m3まで増加傾向で推移してい
る（図 2）。













　伐採量を樹種別に見ると，広葉樹の比率は 1987 年に全伐採量のおよそ 33% を占めていたが，
2004 年に 10% を切り，現在に至る（図 3）。代表的な広葉樹であるブナ，ナラに限ってその伐採量
の推移を見ると，ナラが 1987 年の伐採量を 100 とすると 2013 年の伐採量は 4.3%，ブナに至って









































　上越国境に位置する「赤谷の森」は，赤谷川の上流部をなす約 1 万ヘクタール（10km 四方）の国





























　戦後は，拡大造林政策によってスギ・カラマツ植林が進められ，1 万ヘクタールのうち 3，000 ヘ
クタール弱の面積が人工林になり，現在に至っている。拡大造林が行われる以前の森林面積に占め
る人工林の比率は確たる資料が存在しないが，同じみなかみ町内の月夜野地区（旧桃野村）の 1901








て弾みがつき，新潟県境の三国峠を貫通した三国トンネルが 1959 年に開通，1963 年には 2 車線化
が完了した。三国トンネルの開通と軌を一にして，1961 年，隣の新潟県湯沢町に苗場スキー場が



































































みのためのプロジェクトをつくるという提案を行った。提案に加わった協会には，2001 年に創立 50 周年
を迎え，新たな支持者層を獲得するための新規事業の立ち上げを模索していたという事情もあった。









































































に即した具体的協議と活動を進めるワーキンググループ（WG）は，2004 年から 2006 年にかけて段階的
に設置を進め，現在までに ①植生管理 ② 猛禽類モニタリング ③ほ乳類モニタリング ④渓流環境復





























































































































































































































健一氏（1945 年生まれ）を初めて訪問したのは，2013年4 月のことである。その 1 年ほど前から，
プロジェクト総合事務局が冨澤氏と接点を構築するようになり，「赤谷の森」の恵みを活かすため
に「材料があれば（カスタネットを）つくってもよい」という合意までは得ていた。
　冨澤氏は，木工職人であった父・捷氏（1916 年生まれ）が 1955 年に設立した工房「プラス白桜社」
に入り，木製カスタネットの生産に長年携わった。筆者の聞きとりに対して，最盛期にはカスタネッ
トの国内シェアの 7～8 割を占める量を生産しており，工房では 30 人ほどを雇用し，1993 年ころ




































響もあり，2010 年の時点で年間のカスタネット生産量は 12 万個にまで減少し，廃業する直前で，





































管理局によって 5 年に 1 度，両計画が編成される。





























































































































































（ 1 ）――1957 年の「国有林生産力増強計画」，1961 年の 













（ 6 ）――2003 年 9月1日，赤谷プロジェクト地域説明会
における林泉（川古温泉濱屋旅館）の発言。
（7）――『赤谷の森だより』第 23号（2013年9月1日発行）。
（ 8 ）――2003 年 5 月 27 日，（仮称）三国プロジェクト
第 2 回準備会議における岡田洋一（湯宿温泉金田屋旅館）
の発言。
（ 9 ）――2004 年 3 月に締結した協定の締結期間は 2011




画（2 年）と次計画（5 年）をあわせて 7 年とした。なお第
2 期協定では，赤谷プロジェクト地域協議会も加わり 3
者協定となった。








（13）――人工林の自然林への復元は，2003 年 4 月，第 1
回準備会議に対して日本自然保護協会が準備した討議資
料「（仮称）三国プロジェクト構想案」に盛り込まれて







について最初に問題提起があったのは，2003 年 4 月の
第 1 回準備会議の席上，地域住民有志から河川の取り扱
いに関する質問があり，関東森林管理局が応じたやりと




















（18）――2013 年 7 月 4 日，赤谷地区住民・阿部均司氏
への聞きとり調査による。
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る。このことは，2003 年 5 月の準備会議における赤谷
地区住民の地野肇氏（故人）の以下の発言からも裏づけ　　
られる。
























　　　　　　　　　            「カスタネット」』．武蔵野美術大学造形学部デザイン情報学科研究室 .
T. Nagaike， T. Fujita，S. Dejima，T. Chino，S. Matsuzaki，Y. Takanose and K. Takahashi.  2012．
                                       Interactive influences of distance from seed source and management practices on 
                            t ree species composition in conifer plantations. Forest Ecology and Management, 




　　　　　　　　　　         日本自然保護協会 .
新治村誌編さん委員会編．2009．『新治村誌　通史篇』．群馬県みなかみ町 .
農林水産省．　　　　2016． 『平成 27 年度　森林・林業白書』．
王 智弘．　　　　     2008． 「伐れない時代の論点」．『環境社会学会ニューズレター』，47：pp. 19．
　　　　　　　　　　          （http://jp-kankyo.sakura.ne.jp/pdf/nl/news47.pdf）
佐藤 仁編．　　　  　2008．『資源を見る眼：現場からの分配論』．東信堂 .
佐藤 仁．　　　　　  2011．『「持たざる国」の資源論：持続可能な国土をめぐるもう一つの知』．東京大学出版会 .
関 礼子．　　　        2013．「自然順応的な村の資源保全と「伝統」の位相：福島県檜枝岐村のサンショウウオ漁
                                       と人びとの暮らし」．宮内泰介編『なぜ環境保全はうまくいかないのか：現場から
                                       考える「順応的ガバナンス」の可能性』，新泉社，pp. 148-171．　
「目で見る新治村」 編集委員会編．1989．『村制 80 周年記念写真集 目で見る新治村』」．p. 104.
高橋剛一郎・井口英道．2012．「渓流環境の復元を目的に加えた治山事業の計画と施工：茂倉沢における試み」．
　　　　　　　　　　         『砂防学会誌』．64（5）：pp. 24-31.
高橋剛一郎・石川芳治・中井達郎・太田猛彦．2017．「治山ダム撤去による渓流環境の回復」．『砂防学会誌』，
                                       70（2）：pp. 3-10.
土屋俊幸．　　　　　2016．「森林の観光レク利用と地域資源管理」．志賀和人編著『森林管理制度論』，
　　　　　　　　　            日本林業調査会，pp. 187-228．
（信州大学人文学部，国立歴史民俗博物館共同研究員）
（2017年12月12 日受付，2018年6 月4 日審査終了）
197
In recent years, artificial forests in Japan have reached “full–fledged use periods”.  However, 
especially in national forests, through the experience of nature conservation issues in the late of 
1980s, and drastic reform of the national forestry policy, the use of natural forest is almost stopped.  In 
this paper, “the dynamism of resource governance” is constituted as a function of defining value by the 
actors, and its social, economical, environmental situation in the local communities.  On this point of 
view, the dynamism of natural forest resource governance in Japan may have been lost, though it had 
close relation to local livelihood.
The “AKAYA Forest” is about 10,000 hectares national forest in Minakami–Town, Gunma 
prefecture.  It is one of the forests that followed a typical course of national forestry policy: as 
destructive forestry during the war, conversion from natural forest to artificial forest by the expansive 
afforestation policy in 1960s, location of tourism recreation facilities in 1980s, conflict concerning 
nature conservation and designation of protected area in 1990s–2000s.  In 2003, The “AKAYA Project”, 
which the AKAYA Project Regional Residents Council, the Kanto Regional Forest Office and the 
Nature Conservation Society of Japan collaborate, was established to tackle biodiversity conservation 
and sustainable community development.  The characteristic of the project is that it is not merely a 
nature restoration project but promotes collaborative management of national forests and its resource 
governance.
In 2016, the Kanto Regional Forest Office made the forest plan of “AKAYA Forest”, including 
sustainable use of natural forest with biodiversity ensured, to respond to the demand from the local 
community.  The progressive plan was brought by the relationship between the local wooden castanet 
manufacturing industry and the AKAYA Project.  While considering this process the ideal interaction 
of forest resources and society for reconstructing the dynamism of resource governance, “the social 
technology” of resource management will also have to be reconstruct.
Key words: National Forest, The AKAYA Project, Governance, Sustainable Community Development, 
The Dynamism of Resource Governance
Reconstruction of “The Dynamism of Resource Governance” in National 
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